
宮崎市低入札価格調査制度及び最低制限価格制度実施要綱

令和４年１１月２５日伺定め

（趣旨）

第１条 この要綱は、宮崎市が発注する建設工事及び建設コンサルタント等の請負契約に

おいて、条件付一般競争入札又は指名競争入札（以下「競争入札」という。）を執行する

に当たり、契約の内容に適合した履行を確保するため、低入札価格調査制度及び最低制

限価格制度を実施することに関し、必要な事項を定めるものとする。

（定義）

第２条 この要綱において、用語の意義は、次の各号に定めるところによる。

（１）建設工事 建設業法（昭和 24 年法律第 100 号）第２条第１項に規程する建設工事

をいう。

（２）建設コンサルタント等 建築設計及び建設コンサルタント、測量、地域調査業務を

いう。

（３）低入札価格調査制度 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号。以下「政令」

という。）第 167 条の 10 第１項（政令第 167 条の 13 において準用する場合を含む。）

の規定に基づき、予定価格以下の価格かつ失格基準価格以上の価格をもって入札した

者のうち、最低価格入札者について、当該契約の内容に適合した履行の確保に係る調

査（以下「低入札価格調査」という。）を行い、落札者を決定する制度をいう。

（４）調査基準価格 低入札価格調査制度を実施する場合において、当該契約の内容に適

合した履行がされないおそれがあると認められる価格をいう。

（５）失格基準価格 低入札価格調査制度を実施する場合において、当該契約の内容に適

合した履行がされないと判断される価格をいう。

（６）最低制限価格制度 政令第 167 条の 10 第２項（政令第 167 条の 13 において準用

する場合を含む。）の規定に基づき、あらかじめ最低制限価格を設け、予定価格以下の

価格かつ最低制限価格以上の価格をもって入札した者のうち、最低の価格をもって入

札した者を落札者とする制度をいう。

（７）最低価格入札者 指定した範囲内において、最低の価格をもって入札した者をいう。

（８）低入札者 低入札価格調査制度を実施して競争入札を行った結果、失格基準価格以

上の価格かつ調査基準価格を下回る価格で入札をした者をいう。

（９）調査対象者 低入札価格調査制度を実施して競争入札を行った結果、低入札者のう

ち、最低価格入札者となった者をいう。

（低入札価格調査制度の適用）

第３条 低入札価格調査制度は、宮崎市条件付一般競争入札に関する要綱（令和４年１０

月１３日告示６２５号）第５条に規定する総合評価落札方式による建設工事の案件にお

いて適用する。



（調査基準価格の算出）

第４条 調査基準価格の基礎額は、次に掲げる額（１円未満の端数が生じたときは、その

端数を切り捨てた額）の合計額に消費税等相当額（消費税法（昭和 63 年法律第 108 号）

の規定に基づき消費税が課される金額に同法第 29 条に規定する税率を乗じて得た金額

（以下「消費税額」という。）に、消費税額に地方税法（昭和 25 年法律第 226 号）第

72 条の 83 に規定する税率を乗じて得た金額を加えた金額に相当する額をいう。）を加

えた金額（1 円未満の端数が生じたときは、その端数を切り捨てた額）とする。

① 直接工事費の額に 10 分の 9.7 を乗じて得た額

② 共通仮設費の額に 10 分の 9を乗じて得た額

③ 現場管理費の額に 10 分の９を乗じて得た額

④ 一般管理費等の額に 10 分の 6.8 を乗じて得た額

２ 調査基準価格は、前項で算出した基礎額にランダム（無作為）値を乗じて得た額（１

円未満の端数が生じたときは、その端数を切り捨てた額）とする。ただし、その額が予

定価格に 10 分の 9.2 を乗じて得た額を超える場合にあっては、予定価格に 10 分の 9.2

を乗じて得た額（１円未満の端数が生じたときは、その端数を切り捨てた額）とし、予

定価格に 10 分の 7.5 を乗じて得た額に満たない場合にあっては、予定価格に 10 分の

7.5 を乗じて得た額（１円未満の端数が生じたときは、その端数を切り上げた額）とす

る。

３ 前項の規定にかかわらず、市長が特に必要と認めたときは、契約ごとに 10 分の 7.5

から 10 分の 9.2 までの範囲内で適宜の割合を予定価格に乗じて得た額を調査基準価格

とすることができる。

（失格基準価格の算出等）

第５条 失格基準価格は、調査基準価格に 10 分の 9.8 を乗じて得た額（１円未満の端数

が生じたときは、その端数を切り上げた額）とする。

２ 失格基準価格を下回る価格で入札を行った者は、低入札価格調査を実施することなく

失格とする。

（最低制限価格制度の適用）

第６条 最低制限価格制度は、予定価格が、130 万円を超える建設工事及び５０万円を超

える建設コンサルタント等業務委託の請負契約に係る競争入札において適用する。

（建設工事における最低制限価格の算出）

第７条 建設工事における最低制限価格の基礎額は、次に掲げる額（１円未満の端数が生じ

たときは、その端数を切り捨てた額）の合計額に消費税等相当額（消費税法（昭和 63

年法律第 108 号）の規定に基づき消費税が課される金額に同法第 29 条に規定する税率

を乗じて得た金額（以下「消費税額」という。）に、消費税額に地方税法（昭和 25 年法

律第 226 号）第 72 条の 83 に規定する税率を乗じて得た金額を加えた金額に相当する

額をいう。）を加えた金額（１円未満の端数が生じたときは、その端数を切り捨てた額）

とする。



① 直接工事費の額に 10 分の 9.7 を乗じて得た額

② 共通仮設費の額に 10 分の 9を乗じて得た額

③ 現場管理費の額に 10 分の９を乗じて得た額

④ 一般管理費等の額に 10 分の 6.8 を乗じて得た額

２ 建設工事における最低制限価格は、前項で算出する基礎額にランダム（無作為）値を乗

じて得た額（１円未満の端数が生じたときは、その端数を切り捨てた額）とするものと

する。ただし、その額が予定価格に 10 分の 9.2 を乗じて得た額を超える場合にあって

は、予定価格に 10 分の 9.2 を乗じて得た額（１円未満の端数が生じたときは、その端

数を切り捨てた額）とし、予定価格に 10 分の 8.5 を乗じて得た額に満たない場合にあ

っては、予定価格に 10 分の 8.5 を乗じて得た額（１円未満の端数が生じたときは、そ

の端数を切り上げた額）とする。

（建設コンサルタント等における最低制限価格の算出）

第８条 建設コンサルタント等における最低制限価格の基礎額は、次の各号に掲げる額（１

円未満の端数が生じたときは、その端数を切り捨てた額）の合計額に消費税等相当額（消

費税法（昭和 63 年法律第 108 号）の規定に基づき消費税が課される金額に同法第 29

条に規定する税率を乗じて得た金額（以下「消費税額」という。）に、消費税額に地方税

法（昭和 25 年法律第 226 号）第 72 条の 83 に規定する税率を乗じて得た金額を加え

た金額に相当する額をいう。）を加えた金額（1 円未満の端数が生じたときは、その端数

を切り捨てた額）とする。

（１）測量業務における最低制限価格は、基礎額にランダム（無作為）値を乗じて得た額

とするものとする。ただし、その額が予定価格に 10 分の 8.2 を乗じて得た額を超え

る場合にあっては、予定価格に 10 分の 8.2 を乗じて得た額（１円未満の端数が生じ

たときは、その端数を切り捨てた額）とし、予定価格に 10 分の 7.5 を乗じて得た額

に満たない場合にあっては、予定価格に 10 分の 7.5 を乗じて得た額（１円未満の端

数が生じたときは、その端数を切り捨てた額）とする。

① 直接測量費の額

② 測量調査費の額

③ 諸経費の額に 10 分の 4.8 を乗じて得た額

（２）建築設計業務における最低制限価格は、基礎額にランダム（無作為）値を乗じて得

た額（１円未満の端数が生じたときは、その端数を切り捨てた額）とするものとする。

ただし、その額が予定価格に 10 分の 8を乗じて得た額を超える場合にあっては、予

定価格に 10 分の８を乗じて得た額（１円未満の端数が生じたときは、その端数を切

り捨てた額）とし、予定価格に 10 分の 7.5 を乗じて得た額に満たない場合にあって

は、予定価格に 10 分の 7.5 を乗じて得た額（１円未満の端数が生じたときは、その

端数を切り上げた額）とする。

① 直接人件費の額

② 特別経費の額



③ 技術料等経費の額に 10 分の６を乗じて得た額

④ 諸経費の額に 10 分の６を乗じて得た額

（３）建設コンサルタント業務における最低制限価格は、基礎額にランダム（無作為）値

を乗じて得た額（１円未満の端数が生じたときは、その端数を切り捨てた額）とする

ものとする。ただし、その額が予定価格に 10 分の８を乗じて得た額を超える場合に

あっては、予定価格に 10 分の８を乗じて得た額（１円未満の端数が生じたときは、

その端数を切り捨てた額）とし、予定価格に 10 分の 7.5 を乗じて得た額に満たない

場合にあっては、予定価格に 10 分の 7.5 を乗じて得た額（１円未満の端数が生じた

ときは、その端数を切り上げた額）とする。

① 直接人件費の額

② 直接経費の額

③ その他原価の額に 10 分の９を乗じて得た額

④ 一般管理費等の額に 10 分の 4.8 を乗じて得た額

（４）地質調査業務における最低制限価格は、基礎額にランダム（無作為）値を乗じて得

た額（１円未満の端数が生じたときは、その端数を切り捨てた額）とするものとする。

ただし、その額が予定価格に 10 分の 8.5 を乗じて得た額を超える場合にあっては、

予定価格に 10 分の 8.5 を乗じて得た額（１円未満の端数が生じたときは、その端数

を切り捨てた額）とし、予定価格に 10 分の 7.5 を乗じて得た額に満たない場合にあ

っては、予定価格に 10 分の 7.5 を乗じて得た額（１円未満の端数が生じたときは、

その端数を切り上げた額）とする。

① 直接調査費の額

② 間接調査費の額に 10 分の９を乗じて得た額

③ 解析等調査業務費の額に 10 分の８を乗じて得た額

④ 諸経費の額に 10 分の 4.8 を乗じて得た額

（５）補償関係コンサルタント業務における最低制限価格は、基礎額にランダム（無作為）

値を乗じて得た額（１円未満の端数が生じたときは、その端数を切り捨てた額）とす

るものとする。ただし、その額が予定価格に 10 分の８を乗じて得た額を超える場合

にあっては、予定価格に 10 分の８を乗じて得た額（１円未満の端数が生じたときは、

その端数を切り捨てた額）とし、予定価格に 10 分の 7.5 を乗じて得た額に満たない

場合にあっては、予定価格に 10 分の 7.5 を乗じて得た額（１円未満の端数が生じた

ときは、その端数を切り上げた額）とする。

① 直接人件費の額

② 直接経費の額

③ その他原価の額に 10 分の９を乗じて得た額

④ 一般管理費等の額に 10 分の 4.5 を乗じて得た額

（入札参加者への周知）

第９条 調査基準価格及び失格基準価格を定めた入札を行うときは、入札公告等に調査基



準価格及び失格基準価格の適用があること、また入札金額によっては、入札保留がなさ

れることを明示するものとし、最低制限価格を定めた入札を行うときは、入札公告等に

最低制限価格の定めがあることを明示するものとする。

（入札の執行）

第 10 条 市長は、低入札価格調査制度を実施して競争入札を行った結果、低入札者があ

るときは、落札決定を保留し、調査を行った上で落札者を決定する旨を入札者全員に伝

え、入札を終えるものとする。

２ 市長は、最低制限価格制度を実施して競争入札を行った結果、予定価格の制限の範囲

内の価格かつ最低制限価格以上の価格をもって入札した者のうち、最低価格入札者を落

札者とする。

（低入札価格調査の実施）

第 11 条 低入札価格調査基準価格に満たない入札があった場合において、低入札価格調

査を行うため、契約課長は、当該工事を所管する課長（以下「担当課長」という。）に対

し、低入札価格調査制度による調査の実施を指示するものとする。

２ 契約課長は、調査対象者に対し、原則として、提出を求めた日から７日以内に、次に

掲げる書面のうち、必要な資料を提出させるものとする。なお、契約課長又は担当課長

は、調査対象者に対し、必要に応じて事情聴取を行うものとする。

（１）低入札価格調査報告書（様式第１号）

（２）直接工事費に係る内訳書（様式第２号）

（３）共通仮設費に係る内訳書（様式第３号）

（４）下請予定業者等一覧表（様式第４号）

（５）配置予定技術者名簿（様式第５号）

（６）手持工事の状況（対象工事の施工場所付近）（様式第６号）

（７）手持工事の状況（対象工事関連）（様式第７号）

（８）対象工事の施工場所と調査対象者の事務所・倉庫等との関係（様式第８号）

（９）手持資材の状況（様式第９号）

（10）資材購入予定先一覧（様式第 10 号）

（11）手持機械の状況（様式第 11 号）

（12）機械リース一覧（様式第 12 号）

（13）建設副産物の搬出予定先一覧（様式第 13 号）

（14）誓約書（様式第 14 号）

（15）その他、市長が必要と認めるもの

３ 調査対象者は、入札公告等に定められた提出期限までに低入札価格調査辞退届（様式

第１5 号）により低入札価格調査の辞退を申し出ることができるものとし、提出期限ま

でに調査書類の提出がない場合も辞退したとみなすものとする。

（調査後の措置）

第 12 条 契約課長は、調査終了後、対象者が入札した価格により落札決定した場合に対



象工事の契約内容に適合した履行がされないおそれがあると認められるか否かについて、

担当課長と協議するものとする。

２ 契約課長は、前項の協議後、調査対象者について、調査の結果を記載した低入札価格

調査審議書（様式第 16 号）を作成し、大委員会に落札の適否の審査を求めなければな

らない。

（低入札価格調査における落札者の決定）

第 13 条 大委員会は、前条の求めがあったとき、速やかに調査結果を審査し、落札の適

否を判断するものとする。

２ 市長は、前項の審査により適当であると決定したときは、対象者を落札者と決定する。

３ 市長は、第１項の審査により不適当であると決定したときは、対象者を落札者とせず、

低入札者のうち、入札価格の低い順に前項の落札者を決定するまで、第 10 条、前条及

び前２項の規定を準用し、調査及び決定を行うものとする。

４ 市長は、当該落札者及び落札者以外の入札者のうち有効な入札をした者に対して、落

札者決定通知書（様式第 17 号）によりその結果を通知する。

附 則

この要綱は、令和５年 1月４日から施行する。但し、適用は、令和５年１月４日以降

に入札公告又は指名通知を行う案件からとする。



様式第１号（第 11 条関係）

年 月 日

宮崎市長 殿

住 所

商号又は名称

代表者氏名

（共同企業体の場合は代表構成員）

低入札価格調査報告書

下記工事に係る入札金額の理由及び積算内容について、本書及び別添資料のとお

り、報告いたします。

記

１ 必須事項

２ 添付書類

※ 提出する書類には○印を記載すること。

工事名

主な理由

※ 当該価格で入札した理由（低価格で施工が可能な理由）について、労務費、
手持工事の状況、対象工事の施工場所と調査対象者の事務所や倉庫との関係、
手持資材や機械の状況、下請予定業者の協力等の面から記入してください。

様式第２号～様式第８号 様式第９号～様式第 14 号

様式第２号 直接工事費に係る内訳書 様式第９号 手持資材の状況

様式第３号 共通仮設費に係る内訳書 様式第 10 号 資材購入予定先一覧

様式第４号 下請予定業者等一覧表 様式第 11 号 手持機械の状況

様式第５号 配置予定技術者名簿 様式第 12 号 機械リース一覧

様式第６号 手持工事状況（施工場所） 様式第 13 号 建築副産物搬出予定先

様式第７号 手持工事状況（関連工事） 様式第 14 号 誓約書

様式第８号 事務所・倉庫等との関係



様式第２号（第 11 条関係）

直接工事費に係る内訳書

工事名：

※ 入札時に提出した工事内訳書の直接工事費（税抜）について、設計図書と同項

目で内訳明細書を作成すること。項目が満たされていれば、自社様式でも可能。

工事区分・工種・種別・細別

（種目・科目・中科目・細目）
規格 単位 数量

単価

（円）

金額

（円）
備考

直接工事費計



様式第３号（第 11 条関係）

共通仮設費に係る内訳書

工事名：

※ 入札時に提出した工事内訳書の共通仮設費（税抜）について、設計図書と同項

目で内訳明細書を作成すること。項目が満たされていれば、自社様式でも可能。

工事区分・工種・種別・細別

（種目・科目・中科目・細目）
規格 単位 数量

単価

（円）

金額

（円）
備考

共通仮設費計



様式第４号（第 11 条関係）
下請予定業者等一覧表

工事名：

１ 下請工事

２ 資材

３ 機械リース

４ 労務

５ 交通誘導員

担当工事内容 会社名 工期
経費内訳

資材 機械 労務 その他 計
年 月～
年 月

年 月～
年 月

年 月～
年 月

年 月～
年 月

年 月～
年 月

納入内容 会社名 納期 見積額
年 月～ 年 月
年 月～ 年 月
年 月～ 年 月
年 月～ 年 月

リース内容 会社名 リース期間 見積額
年 月～ 年 月
年 月～ 年 月
年 月～ 年 月
年 月～ 年 月

労務内容 会社名 期間 見積額
年 月～ 年 月
年 月～ 年 月
年 月～ 年 月
年 月～ 年 月

内容 会社名 期間 見積額
年 月～ 年 月
年 月～ 年 月
年 月～ 年 月
年 月～ 年 月



様式第５号（第 11 条関係）

配置予定技術者名簿

工事名：

※ 配置予定の監理技術者、主任技術者、現場代理人等を記入すること。

区分 氏名 資格 取得年月日 免許番号

交付番号



様式第６号（第 11 条関係）

手持工事の状況（対象工事の施工場所付近）

工事名：

※ 当該工事現場付近（半径 10km 程度）の手持工事（公共工事、民間工事は問わ

ない。）のうち、当該工事の工事費の縮減に寄与するもので、どの経費をいくら

縮減できるか根拠を含めて記載すること。

工事名

施工場所

発注者

工期

契約金額

元請・下請の別 元請 ・ 下請

経費削減可能額及びその根拠

工事名

施工場所

発注者

工期

契約金額

元請・下請の別 元請 ・ 下請

経費削減可能額及びその根拠



様式第７号（第 11 条関係）

手持工事の状況（対象工事関連）

工事名：

※ 当該工事と同種又は同類の手持ち工事（公共工事、民間工事は問わない。）の

うち、当該工事の工事費の縮減に寄与するもので、どの経費をいくら削減できる

か根拠を含めて記載すること。

工事名

施工場所

発注者

工期

契約金額

元請・下請の別 元請 ・ 下請

経費削減可能額及びその根拠

工事名

施工場所

発注者

工期

契約金額

元請・下請の別 元請 ・ 下請

経費削減可能額及びその根拠



様式第８号（第 11 条関係）

対象工事の施工場所と調査対象者の事務所・倉庫等との関係

工事名：

※ 調査対象者の事務所、倉庫、資材保管場所等が、対象工事の施工場所と近距離

に存在することで、現場事務所、倉庫、資材保管場所等に係る営繕費や資機材の運

搬費、通信交通費、事務用品費など、どの経費をいくら削減できるか根拠を含めて

記載すること。

地図

理由



様式第９号（第 11 条関係）

手持資材の状況

工事名：

※ 対象工事で使用する予定の手持資材について記載すること。

品名 規格・型式 単位 手持数量 使用予定量 単価 調達先



様式第 10 号（第 11 条関係）

資材購入予定先一覧

工事名：

※ 購入予定業者から資材の納入を受ける際の支払予定の金額で、取引実績を踏ま

え、合理的かつ現実的なものを記載すること。

工種・種別 品名・規格 単位 数量 単価
購入先

業者名 所在地 取引年数



様式第 11 号（第 11 条関係）

手持機械の状況

工事名：

※ 対象工事で使用する予定の手持機械について記載すること。

工種・種別 機械名称
規格・型式

・能力・年式
単位 数量 メーカー 単価

使用予定

日数



様式第 1２号（第 11 条関係）

機械リース一覧

工事名：

※ 調査対象者が直接機械のリースを受けようとする予定業者について記載する

こと。

工種・

種別

機械

名称

規格・型式

・能力・年式
単位 数量 メーカー 単価

リース元

業者名 所在地
取引

年数



様式第１３号（第 11 条関係）

建設副産物の搬出予定先一覧

工事名：

※ 対象工事で発生するすべての建設副産物について記入すること。

建設副産物 受入予定業者 受入予定価格（円／ｔ）



様式第１4号（第６条関係）

年 月 日

宮崎市長 殿

住 所

商号又は名称

代表者氏名

（共同企業体の場合は代表構成員）

誓 約 書

当社が下記の工事の入札において申込みを行った金額は、調査基準価格を下回り、

低入札価格調査の対象となりましたが、下請予定業者や資材納入予定業者などの見

積金額を理由なく減額するなど、関係する業者等にしわ寄せすることは一切いたし

ません。

また、工事の施工に当たっては、品質、安全等の確保に万全を期し、粗雑工事は

行いません。

以上のとおり、誓約します。

記

１ 工事名

２ 施工場所

３ 申込みに係る金額（税抜）



様式第 1５号（第６条関係）

年 月 日

宮崎市長 殿

住 所

商号又は名称

代表者氏名

（共同企業体の場合は代表構成員）

低入札価格調査辞退届

年 月 日に開札のありました下記の工事に係る低入札価格調査書類の提出がで

きないため、低入札価格調査を辞退いたします。

なお、行った入札が無効と取り扱われることに異存ありません。

記

１ 工事名

２ 施工場所



様式第１６号（第 12 条関係）
低入札価格調査審議書

１ 概要

２ 調査結果及び適否

調査対象者
工事名

入札価格／予定価格
調査基準価格／失格基準価格

調査期間

調査項目 結果 適否

調査様式及び添付書類の提出状況
適
・
否

① 積算関係
適
・
否

② 下請予定業者関係
適
・
否

③ 配置予定技術者関係
適
・
否

④ 手持工事関係
適
・
否

⑤ 資材関係
適
・
否

⑥ 機械関係
適
・
否

⑦ 建設副産物関係
適
・
否

⑧ その他
適
・
否



様式第１7号（第 13 条関係）

第 号

年 月 日

殿

宮崎市長

落札者決定通知書

下記の工事について、貴社が落札したことを通知します。

記

１ 工事名

２ 施工場所

３ 開札日時

４ 落札金額 円（税抜き）

５ 備考


